
質問回答

平成 25年 8月 28日
（案件名） エチオピア国 アワシュ川中流域地下水開発計画プロジェクト

（公示日：平成 25年 7 月 24日）について、業務指示書に関する質問と回答は以下のとおりです。

通番号 当該頁項目 質問 回答

１ ２頁 ステアリングコミティメンバーについて、詳細計画

策定調査団の調査した表はあるが、すべての組

織で提案されているわけではない。ステアリング

コミティー設立に際して JICA 側の推薦等はある
か。

詳細計画策定調査時に先方責任機関と協議して

合意したメンバーは表記の機関であるが、もしこ

れ以外に適当と考えられる機関があれば、プロポ

ーザルにてご提案ください。インセプション・レポ

ート提出時に先方責任機関に調査団から提案す

ることは可能です。

２ ３頁 ４．実施方針及び留意事項

（１）水理地質図 イに関して

バサカ湖水理地質図の縮尺について、変更の可

能性がある場合、最終決定の時期はいつ頃を想

定しているか。

縮尺の変更が議論されるとすれば、いずれかの

ＳＣの場であると考えられます。遅くともインテリ

ム・レポート提出時のＳＣで最終的に決定すべき

と考えています。

３ ３頁 ４．実施方針及び留意事項

（２）水質 ウに関して

IAEA から採水機器を借用とあるが、安定同位体
とくに酸素水素同位体測定に関しては特殊な採

水機器は必要ないと思う。ここで言われる採水機

器を利用した分析項目は何をターゲットにしてい

るのか。

地下水の涵養源の推定（特にバサカ湖）、地下水

の滞留時間、年代の推定を目的としており、酸

素、水素、ＣＦＣ(Chlorofluorocarbon)、希ガス類
の同位体、そしてできれば炭素 14 の分析も想定
しています。IAEA から供与される採水機器は、こ
れらを分析するためのものであり、特殊なものは

想定しておらず、特段ご用意いただく必要はあり

ません。サンプルは IAEA 本部に送り、そこの分
析室でこれらの同位体分析が実施されることにな

ります。



４ ５頁（５）バサカ湖の湖水涵養機

構や地下水流動機構解析

バサカ湖の湖水涵養機構や地下水流動機構解

析については、アで調査計画を立案すると書いて

あるが、これは調査中にコンサルタントが実施す

るということか。9 ページの（７）のウにも関係す
る。

バサカ湖の詳細調査計画には、バサカ湖の周辺

部での物理探査や観測井の掘削・観測が含まれ

るため、第１年次の現地調査のなるべく早い段階

でコンサルタントが計画を立案することになりま

す。

５ ５頁（５）バサカ湖の湖水涵養機

構や地下水流動機構解析

同湖に関するシミュレーション解析を含む詳細調

査は、いつ頃の開始を想定しているか。これにつ

いても水理地質図の縮尺変更の場合と同様に、

変更契約を想定されていることから、本件プロポ

ーザルにおいては、要員計画等に反映せずに提

案することで良いと理解してよろしいか。

バサカ湖の詳細調査に関して、特に追加の要員

は想定しておらず、当初契約の業務従事者によ

る実施を想定しています。質問４に対する回答の

とおり、詳細調査の一部は第１年次の現地調査

で実施され、シミュレーション、解析作業等は第２

年次の第一次現地作業での実施を予定していま

す。

６ ５頁（６）オロミア州 30 小都市の
概略給水計画策定

オロミア州 30 小都市の選定に関して、詳細調査
団のデータではオロミア州以外、流域以外の小都

市が含まれているが、この理由は。またこれらの

小都市は妥当性が認められないとして最初から

対象をはずすことは可能か。

提示された 30小都市の中で、オロミア州以外、リ
フトバレー流域以外に位置する小都市が含まれ

ていれば、その都市は実態調査の対象からは除

外されます。

７ ９頁（７）既存気象・水文資料の

確認 ウに関して

本プロジェクト開始後に JICA から指示する方法
で、バサカ湖の湖水涵養機構及び地下水流動機

構を解析するための調査計画を立案・実施すると

あるが、どの時期に行うことを想定しているか。ま

た、現在想定している指示内容があれば提示い

ただきたい。さらに、追加作業が発生する際は、

変更契約による追加アサインメントは認められる

か。

2013 年 11 月中旬（11 月 18 日～11 月 23）に、
本調査全体の監修、特にバサカ湖の水収支に関

するアドバイザーを派遣する予定です。最終的に

は同年 12 月上旬程度までには、具体的な指示
が出せる予定です。基本的には追加作業の発生

を想定していませんが、現地事情により追加の人

員が必要と判断される場合には、契約変更もあり

得ます。



８ １０頁（９）物理探査 探査深度が最大 300m としているが、垂直電気

探査だけでは深度が深くなると精度も悪いため良

好な解析結果が得られないことも多い。この点に

ついてはどのように考えているか。

垂直電気探査では、電極間隔 1,000m(2/AB が
500m）程度までは問題なく測定できますので、深
度 300m までの比抵抗構造の解析には支障ない
ものと考えています。

代替手法の電磁探査における垂直探査の探査

深度は周波数に、その精度は周波数が異なるチ

ャンネル数に依存しますが、

機材の周波数帯とチャンネル数には限りがある

ため、任意に電極間隔を変えて測定数を増やせ

る電気探査の方が一般に垂直探査の精度は高く

なります。

他に、現地で実施可能なより良い手法があれば、

プロポーザルでご提案下さい。

９ １０頁（１０）観測井掘削／揚水試

験（現地再委託）

掘削深度が150mを超えるとuPVCではケーシン
グとしての強度が弱いため破損することがある。

この点についてはどのように考えているか。また

4 ページの観測井掘削の留意点で今後の井戸利
用に関して生産井への転用も検討とあるが、その

場合 6 インチ仕上げでは生産井への転用は難し
く、8 インチ仕上げを考慮する場合もある。この点
についてもどのように考えているか。

中東地域やインド等で多くの実績のある肉厚の

厚い（Heavy Duty Type）uPVC パイプの採用を
想定しています。これは 300ｍ程度の深度の井
戸に設置が可能であると言われています。近年、

これらのケーシングパイプはドバイ等から簡単に

輸入することが可能であることを確認しています。

また、仕上げの口径については、生産井に転用

するとしても 4 インチ径の動力ポンプの設置を想
定していますので、6 インチ仕上げとしています。
一方で、ドバイのあるパイプ製造業者のカタログ

では、上述したHeavy Duty Type の uPVC パイ
プの最小の口径は 8 インチとなっています。従っ
て、一部の深度の大きな観測井については、8 イ
ンチ仕上げに変更する可能性があります。現時



点での見積りは、6 インチ仕上げを想定し算出し
ていただき、最終的には、それぞれの観測井の

位置が決まり想定深度が決まった段階で、掘削

費用、パイプの価格、パイプの得られ易さ等を考

慮して、仕上げ口径を決定したいと考えていま

す。そのため、確定した段階で契約変更を行い、

再委託費用に関する増額もあり得ます。

１０ １１頁（１２）水質調査（現地再委

託）イおよびウに関して

P11、（12）水質調査のイで、「調査全体での水質
分析（同位体分析を含む）サンプル数は既存井

90サンプル程度と観測井10サンプルを合わせた
合計 100サンプル程度を想定している」とあり、ま
たウでは「同位体分析のためのサンプルは、別途

10か所の観測井から採水する」とあり、同位体分
析のサンプル数に関する記載が曖昧である。同

位体分析のサンプル数は観測井の 10 箇所に限
るという理解でよいか。

同位体分析のためのサンプルの採取は、本調査

で新たに掘削する観測井からのみとします。な

お、観測井の数は、10カ所程度と予想しています
が、全体の井戸深度により、多少の増減も想定さ

れます。

１１ １１頁（１２）水質調査 安定同位体の採水は試験井戸の採水だけという

ことでよいのか（11ページの水質調査で水質分析
が同位体分析を含むとされているため、何をター

ゲットとして採水するのか不明瞭）

③と⑩での回答のとおりです。

１２ ３頁 ４．実施方針及び留意事項

（２）水質 ウおよび１１頁（１２）水

質調査（現地再委託可） エに関

して

水質分析のうち、同位体分析に関する指示書の

記載は、「IAEAとの連絡については JICA本部経
由で行う」と「JICA本部及びカウンターパート機関
を通じて IAEA に委託して」というものがある。本
件委託については、「貴 JICA 本部を通じて」とい
う理解でよいか。

ＩＡＥＡとの連絡は、初回については JICA 本部を
通じて行うこととしますが、以後はコンサルタント

から直接連絡をとることとします。



１３ １１頁（１４）オロミア州３０小都市

に係る社会経済調査

１２頁（１５）オロミア州３０小都市の既存給水施設

現況・管理状況の実態調査および（１６）オロミア

州３０小都市の水利用実態調査と同様に現地再

委託することは可能か。

現地再委託することも可能ですが、調査票は本

調査を担当するコンサルタントが作成し、現地再

委託先に対して個々の調査についての具体的な

調査方法を指示し、調査を指示通り実施した証拠

を示す具体策を検討していただくことになります。

特に、実際の水源の生産量の測定方法、売水額

から算定する消費量、給水率を算定した具体的

な根拠の例示等々に関して、具体的な調査法を

現地再委託先に指示願います。

以上


